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事務決裁規程 

 

特定非営利活動法人 はりま総合福祉評価センター 

 

（目 的） 

第 １ 条 この規程は、特定非営利活動法人 はりま総合福祉評価センター（以下「当法

人」という。）の理事長の権限に属する事務の決裁に関し必要な事項を定め、もって、

事務処理の適正及び権限と責任の明確化を図ることを目的とする。 

 

（用語の意義） 

第 ２ 条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるとこ

ろによる。 

（１）決 裁 理事長が意志表示により、その権限に属する事務の処理について最終決

定を行うことをいう。 

（２）専 決 理事長の権限に属する事務を委任された範囲内で、常時理事長に代って

事務局長が決裁することをいう。 

（３）不 在 理事長または事務局長が出張、疾病、その他の事由により決裁すること

ができない状態にあることをいう。 

 

（類推による専決） 

第 ３ 条 この規程に専決事項として定められていない事項であっても、事務の内容に

より専決することが適当であると類推できるものについては、この規程に準じて専決す

ることができる。 

 

（重要事項の専決留保） 

第 ４ 条 この規程に定める専決事項であっても、次の各号の一に該当するときは、理

事長決裁を受けて処理しなければならない。 

（１）事案の内容が重要であると認められるとき。 

（２）取扱上異例に属し、又は先例になると認められるとき。 

（３）疑義があるとき、又は処理の結果重大な紛争を生ずるおそれがあると認められる

とき。 

（４）事務局長において、理事長がとくに事案を了知しておく必要があると認めたとき。 

（５）あらかじめその処理について特に理事長から指示を受けた者。 
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（合 議） 

第 ５ 条 事業に関係のある事項の処理については事務局長の決裁を経て、関係のある

事業担当者と合議しなければならない。 

２ 前項の規定に基づく合議に対して意見が合わないときは、理事長の決裁を受けなけ

ればならない。 

 

（不在代決） 

第 ６ 条 理事長と事務局長がともに不在の時は副理事長が合議により不在代決を行う

ことができる。ただし代決する事項が次の各号の一に該当するときは、代決を保留しな

ければならない。 

（１）緊急に実施する必要がないと認められる事項 

（２）新たな計画に関する事項 

（３）理事長があらかじめ代決の禁止について指示した事項 

（４）職員の任免又は賞罰に関する事項 

（合議における不在代決の規定の準用） 

第 ７ 条 第５条の規定による合議の際、合議を受ける決裁権者が不在の場合には、６

条の規定を準用する。 

 

（会計事務の決裁） 

第 ８ 条 当法人の会計事務の決裁については、別に定める。 

 

（責任の帰属） 

第 ９ 条 決裁権者は、その権限を遂行する責任があり権限の行使又は不行使によって

生ずる結果に対して責任を負わなければならない。 

 

（理事長決裁事項の基準） 

第 10 条 理事長の決裁事項とするものの基準は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）当法人の業務の総合的な企画、調整及び運営に関する基本方針に関すること。 

（２）総会、理事会及び役員会の招集に関すること。 

（３）総会、理事会及び役員会の議決又は、同意を求める議案及び報告に関すること。 

（４）各関係機関等に対する諮問に関すること。 

（５）定款、規約及び規程の制定、変更又は廃止に関すること。 

（６）職員の任免に関すること。 

（７）職員の休職、解雇及び懲戒に関すること。 

（８）当法人が行う表彰に関すること。 

（９）当法人の組織及び予算の編成に関すること。 
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（10）重要な契約等を行うこと。 

（11）訴訟等に関する決定を行うこと。 

（12）姫路市等に対して行う立法、政策、事業促進等にかかる陳情、要望又は、国会、

県議会等に対して、請願、陳情を行うこと。 

（13）前各号に掲げるもののほか、理事長が特に必要と認める事項に関すること。 

 

（事務局長専決事項の基準） 

第 11 条 事務局長の専決事項とするものの基準は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）当法人業務運営の基本方針に従い、総合的な企画、調整及び運営に関すること。 

（２）事務局員の休暇及び出張命令に関すること。 

（３）評価員の派遣に関すること。 

（４）職員の服務管理上の方針を決定すること。 

（５）姫路市、国、県等に対する補助金等の申請にかかる決定を行うこと。 

（６）理事長の決裁権に属さない契約等を行うこと。 

（７）次に掲げる事務のうち、当法人運営上重要なものにかかる決定を行うこと。 

 イ 許可、決定及びその取消しに関すること。 

 ロ 関係機関等からの苦情・意見に関すること。 

 ハ 事務改善に関すること。 

 二 情報及び広報に関すること。 

 ホ 意見、回答、報告及び通知に関すること。 

（８）当法人の事業実施計画及び処理方針にかかる決定を行うこと。 

（９）事務的に重要な許可、決定及びそれらの取消しを行うこと。 

（10）刊行物の編集及び発行について決定すること。 

（11）理事長の決裁事項に該当しない対外的申請、照会、回答、報告及び通知を行うこ

と。 

（12）事務局員の職員の県内の出張命令に関すること。 

（13）事務局員の遅刻、早退、外出の承認に関すること。 

（14）事務局員の休暇、欠勤の承認に関すること。 

 

（補 則） 

第 12 条 この規程に定めのない事項については、理事会の協議を経て、そのつど理事

長が決定する。 

 

附則 

（実施の時期） 

１ この規程は、法人設立日から実施する。 


